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１．予防接種制度について 

（１）予防接種制度の見直しについて 

平成 24 年５月 23 日に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会より今後の

予防接種制度のあり方全般について提言された「予防接種制度の見直しについ

て（第二次提言）」を踏まえ、定期接種ワクチンの追加などを内容とする予防

接種法改正法案を今通常国会に提出し、平成 25 年４月１日からの施行を目指し

ている。 

具体的内容としては、平成 22 年度及び平成 23 年度補正予算（約 1,600 億円）

により平成 24 年度末まで基金事業で接種を行ってきた、ヒブ、小児用肺炎球菌、

子宮頸がん予防の３つのワクチンの定期接種化、医師等に対する副反応報告の

義務化等を行う予定である。 

また、平成 25 年１月 27 日に「平成 25 年度における年少扶養控除等の見直し

による地方財政の追加増収分等の取扱い等について」（三大臣合意（総務大臣、

財務大臣、厚生労働大臣）に基づき、定期接種化される３つのワクチンについ

て、公費負担の対象範囲が基金事業と同様に９割となるよう、地方財源を確保

し、普通交付税措置を講じ、併せて既存の定期接種（一類疾病分）についても、

公費負担の対象範囲が９割となるよう、普通交付税措置を講じることとされて

いる。 

副反応報告制度の義務化など新たな制度が円滑に実施されるよう、管内市町

村の契約医療機関等への周知徹底について、ご協力をお願いする。 

 

（２）日本脳炎の予防接種について 

日本脳炎の定期接種については、予防接種で使用する日本脳炎ワクチンにつ

いて、平成 17 年５月に重篤な副反応（重症のＡＤＥＭ（急性散在性脳脊髄炎））

が認められたことから、同月以降、積極的勧奨を差し控えてきた。 

平成 22 年４月からは、新たに開発された乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンの供

給実績や副反応報告の状況を勘案し、専門家の意見を踏まえ、積極的勧奨を再

開し、標準的な接種年齢の対象者に加え、積極的勧奨の差し控えによって接種

されていない対象者に順次、積極的勧奨を実施している。 

平成 23 年 5 月には、予防接種法施行令の改正によって、積極的勧奨の差し控

えによって接種機会を逃した者（平成７年６月１日生まれ～平成 19 年４月１日

生まれ）について、20 歳未満まで定期の予防接種の対象者として実施できるよ

う措置したところである。さらに、平成 25 年４月１日からは、平成７年４月２

日生まれ～同年５月 31 日生まれの者についても、特例対象者となる。 

積極的勧奨の差し控えにより接種機会を逃した者に対する平成 25 年度にお

ける積極的勧奨の実施については、１期接種は、平成 25 年度に７～10 歳にな

る者、２期接種については 18 歳になる者に対して実施することとしている。ま

た、積極的勧奨の差し控え期間中に１期、１期追加の接種を完了した者につい

ては、市町村が実施可能な範囲で２期の積極的勧奨を行っても差し支えない。 
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（３）予防接種後の健康状況調査について 

予防接種後の健康状況調査については、都道府県、市町村及び医療機関等の

協力を得て実施しているが、その調査結果については、厚生労働省ＨＰに掲載

するなどして広く公表している。本調査結果は、予防接種による副反応を理解

し、予防接種を受ける際の判断の基となるので、副反応に関する情報を求める

者に対して、適宜提供されるよう、管内市町村及び関係機関に周知をお願いす

る。 

※予防接種後健康状況調査に関するページ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002qflb.html（平成 23 年度前期分） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000002qfxs.html（平成 23 年度後期分及び累計） 

 

（４）ＢＣＧの接種時期の見直しについて 

平成 17 年度からＢＣＧの早期接種により小児結核の予防効果をあげるため、

接種対象年齢を４歳未満から生後６月未満まで引き下げた。一方、厚生科学審

議会結核部会及び予防接種部会において、近年、予防接種スケジュールが過密

となっていること、ＢＣＧ接種後の骨炎・骨髄炎の副反応が増加しており、生

後早期のＢＣＧ接種との関係も否定できないことから、接種時期の見直しにつ

いて審議された結果、平成 25 年４月１日より、ＢＣＧの接種時期を生後６月未

満までから生後１歳未満までに引き上げることとした。 

なお、積極的勧奨を実施する時期については、原則として、生後５月から生

後８月に達するまでの期間とし、結核の発生状況等市町村の実情に応じて、こ

れ以外の期間に実施することも差し支えないこととする。 

 

（５）長期にわたる疾患等のため、定期接種を受けられなかった場合について 

予防接種法等において、接種対象年齢が定められている一方、明らかに免疫

機能に異常のある疾患を有する者などが接種不適当者とされており、長期に渡

る重篤な疾患等のため、予防接種法等で規定する対象年齢を超えてしまうと、

定期の予防接種を受けることができないこととなる。このような長期にわたる

疾患から回復した子どもの保護者等からの要望も踏まえ、平成 25 年１月 30 日

より、このような場合にも定期接種を受けるための特例を設けたところである。 

 

（６）予防接種健康被害者に対する衛生・福祉関係部局の連携等について 

予防接種による健康被害者に対する救済措置については、障害年金等救済給

付の支給が円滑に行われるよう、引き続き指導をお願いする。 

また、公益財団法人予防接種リサーチセンターで健康被害者への保健・福祉

を支援するための保健福祉相談事業を行っており、健康被害者が必要に応じて

当該事業が利用できるよう、管内市町村等との連携を図り、情報提供に協力を

お願いする。 

※公益財団法人予防接種リサーチセンター 電話０３－６２０６－２１１３（代表） 
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また、予防接種健康被害者が重症心身障害児施設等への入所を希望する場合

には、当該者及びその家族等による申請手続き等が円滑に行われるよう、福祉

関係主管部局との連携を図るなどの配慮をお願いする。 

 

２．新型インフルエンザ対策について 

（１）新型インフルエンザ等対策有識者会議の中間とりまとめ等について 

「新型インフルエンザ対策行動計画」については、平成 21 年に発生した新型

インフルエンザ（A/H1N1）の経験等を踏まえて、平成 23 年 9 月の新型インフル

エンザ対策閣僚会議で改定を行った。従来までの行動計画は、病原性の高い新

型インフルエンザのみを想定した内容となっていたが、この改定により、ウイ

ルスの病原性・感染力等に応じた柔軟な対策を迅速・合理的に実施できるよう

になったところである。 

また、平成 24 年 5 月 11 日に新型インフルエンザ等対策の実効性を更に高め

るために、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が公布された。 

本法律は、病原性が高い新型インフルエンザや同様な危険性のある新感染症

に対して、国民の生命・健康を保護し、国民生活・国民経済に及ぼす影響が最

小となるようにすることを目的とし、政府対策本部の設置や住民に対する予防

接種の実施など新型インフルエンザ等発生時における措置の法的根拠が整備さ

れた。 

新型インフルエンザ等対策の円滑な推進のため、新型インフルエンザ等対策

閣僚会議の下に、新型インフルエンザ等対策有識者会議が設置され、特措法施

行令、政府行動計画、ガイドライン等について検討が行われ、平成 25 年２月に

「新型インフルエンザ等対策有識者会議中間とりまとめ」が報告されたところ

である。 

この中間まとめの中でも、医療体制の確保については、都道府県等において、

海外発生期から地域発生早期での帰国者・接触者外来の設置や地域感染期以降

における医療機関の体制整備が求められており、準備をお願いする。 

また、特定接種の登録については、対象となる登録事業者の従事者の基準を

政府行動計画策定までに具体的に検討することとしている。今後、登録手続に

ついてもお示ししたいと考えており、その際には協力をお願いする。 

現在、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、「新型インフルエンザ

等対策特別措置法施行令」を制定するにあたり、内閣官房新型インフルエンザ

等対策室において、２月 18 日から３月 19 日までの間、「パブリックコメント」

として広くご意見を募集しているところである。 

今後は、法律の施行に向けて政省令の策定を行うとともに、本年５、６月を

目途に政府行動計画の策定を進めていくこととしている。 

そのため、各地方公共団体においても、行動計画の策定に着手していただく

ようお願いする。 

※「新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（案）等」に対する意見募集（パブリックコメ
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ント）について 

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=060130218&Mode=0 

 

（２）抗インフルエンザウイルス薬の備蓄等について 

抗インフルエンザウイルス薬については、諸外国における備蓄状況や最新の

医学的な知見等を踏まえ、国と都道府県をあわせて国民の 45％に相当する量を

目標として、備蓄を推進することとしている。 

  国における備蓄については、平成 21 年度までに、オセルタミビルリン酸塩（商

品名：タミフル）約 3,000 万人分、ザナミビル水和物（商品名：リレンザ）約

300 万人分を備蓄しているところである。 

また、国においては平成 24 年度予備費において、国の備蓄目標を確保するた

め、平成 25 年度に有効期限を迎えるタミフル、リレンザの買い替えを行う必要

な経費を確保しているところである。 

  各都道府県におかれては、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬が順次、

使用期限を迎えることとなるため、備蓄量を維持するために必要な購入経費に

ついて、地方財政措置が講じられていることとなったところである。 

なお、平成 25 年２月に報告された「新型インフルエンザ等対策有識者会議中

間とりまとめ」を受けて、抗インフルエンザウイルス薬のタミフルとリレンザ

の具体的な備蓄割合を通知することとしている。 

また、新型インフルエンザの発生に備えて国が備蓄しているプレパンデミッ

クワクチンの一部が有効期限切れとなるため、新たにワクチンを備蓄するとと

もにワクチン原液の一部を製剤化するために、平成２４年度補正予算で約１千

万人分のプレパンデミックワクチン原液の備蓄と、一部製剤化に必要な経費を

確保したところである。 

 

３．その他感染症対策について  

（１）感染症法上の届出方法等の変更について 

  ヒブ、小児用肺炎球菌が来年度からの予防接種法の定期接種の対象疾病とし

て追加される方向で検討されている中、これらの疾患の今後の患者発生動向を

注視していく必要がある。このため、感染症法施行規則を改正し、これまでヒ

ブ及び肺炎球菌を含めた細菌性髄膜炎については「細菌性髄膜炎」として定点

報告のみとしてきたが、新たに「侵襲性インフルエンザ菌感染症」及び「侵襲

性肺炎球菌感染症」による感染症として全数届出対象とすることとした。 

  また、併せて、髄膜炎菌による感染症については、これまで「髄膜炎菌性髄

膜炎」として全数届出対象としてきたが、髄膜炎のみならず、敗血症等を含め

て把握するため、「侵襲性髄膜炎菌感染症」として報告をお願いする。 

   いずれも本年４月１日からの施行を予定しているので、よろしくお願いする。 

  この他、重症熱性血小板減少症候群（ＳＦＴＳ）を感染症法上の四類感染症

等に位置づける感染症法施行令の改正が、本年３月４日より施行されたので、



- 5 - 
 

ご協力をお願いする。 

 

（２）麻しん対策について 

  麻しん対策については、平成 24 年度までに麻しんを排除し、かつ、その後も

排除状態を維持することを目標に、特に総合的に予防対策に取り組むべき感染

症として位置づけ、「麻しんに関する特定感染症予防指針」を策定し対策を行

ってきたところである。 

平成 24 年 12 月 14 日に「麻しんに関する特定感染症予防指針」を改正し、平

成 25 年４月１日から適用することとした。 

本改正指針においては、 

・平成 20 年度から５年間の時限措置として実施した、定期の予防接種の対象者

の時限的追加（13 歳相当の者（中学校１年生相当）及び 18 歳相当の者（高校

３年生相当）により、感受性者数の減少がみられ、当該年齢層の麻しん発生

数の大幅な減少と大規模な集団発生の消失を認めたことから、当初の目的は

ほぼ達成することができたと考えられ、時限措置は平成 24 年度で終了するこ

と、 

・一定程度の未接種者の存在が課題として残るが、時限措置を延長することで

得られる効果が限定的と予想されることや、海外からの麻しんの輸入例が中

心となりつつある現状等を踏まえ、今後は、麻しん患者が一例でも発生した

場合の迅速な対応を強化することが必要であること、 

・国は、麻しんが排除・維持されているかを判定し、世界保健機関西太平洋地

域事務局に報告する排除認定会議を設置すること、 

・関係機関との連携を強化し、国民に対し、麻しんとその予防に関する適切な

情報提供を行うよう努めるものとすること、 

が記載されており、麻しんの排除に向けた新たな取り組みを推進することが 

求められている。 

都道府県等におかれては、本改正指針に基づいて麻しん対策を一層推進でき

るよう、引き続きご理解とご協力をお願いする。 

 

※麻しんに関するページ 

    http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou21/ 

 

（３）風しん対策について 

昨年から患者が増加している風しん対策について、本年１月29日の結核感染症

課長通知「先天性風しん症候群の発生予防等を含む風しん対策の一層の徹底につ

いて（情報提供及び依頼）」（25年２月26日改定）により注意喚起をお願いした

ところであるが、今後も風しんや先天性風しん症候群の増加傾向が持続すること

が懸念されることから、都道府県等においては、本通知に基づいて先天性風しん

症候群の発生予防等を含む風しん対策を一層徹底して実施されるよう、引き続き

ご理解とご協力をお願いする。 
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※風しんに関するページ 

    http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou21/ 

 

（４）今冬のインフルエンザ対策について  

① 総論 

今冬のインフルエンザの流行シーズンに備え、平成

24 年 11 月 9 日に「今冬のインフルエンザ総合対策」を

取りまとめたところであり、これに基づき、厚生労働

省のホームページにインフルエンザに関する情報等を

掲載した専用のページを開設し(※)、流行状況の提供、

予防接種に関する情報提供や QA の作成・公表等を行っ

ている。 

各都道府県等をはじめ、関係機関の皆様におかれて

は、改めて、対策の周知及びインフルエンザ予防対策

の徹底をお願いする。 

                     インフルエンザ予防啓発ポスター▲ 

※平成２４年度今冬のインフルエンザ総合対策について 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/influenza/index.html 

 

② インフルエンザの流行状況等について  

今シーズンは、平成 24 年第 50 週（12/10 の週）に、インフルエンザの患者

発生報告数がインフルエンザ流行の開始の目安としている 1.00 を上回り、平年

並みの流行入りとなったところであり、現段階では、平年並みの流行状況とな

っている。 

また、インフルエンザウイルスサーベイランスの結果によると、現段階では、

H3N2 が大半を占める状況にある。 

国においては、今後も流行状況等を注視し、都道府県等に対し、必要な情報

を適時適切に提供していくこととしている。 

 

（５）結核対策について 

結核患者は減少傾向にあるものの、年間約２万３千人の新規患者が発生する

など、結核は依然として我が国の主要な感染症である。 

今後の結核対策や医療のあり方を含めた「結核に関する特定感染症予防指針」

について、厚生科学審議会感染症分科会結核部会での審議を踏まえ、平成 23 年

５月 16 日に改正したところである。 

都道府県等においては、改正後の予防指針等も踏まえながら、「結核対策特

別促進事業」等も活用し、引き続き、地域の実情に応じた結核対策の一層の推

進をお願いする。 
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（６）HTLV-1 対策について 

HTLV-1 対策については、平成 22 年 12 月に取りまとめられた「HTLV-1 総合対

策」に基づき推進している。 

HTLV-1（ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型）の感染者は、全国に約 100 万人以

上と推定されており、ATL（成人 T 細胞白血病）や HAM(HTLV-1 関連脊髄症)とい

った重篤な疾病を発症する可能性があることから、国は、地方公共団体、医療

機関、患者団体等との密接な連携を図り、総合対策を強力に推進することとさ

れている。厚生労働省においては、これまでに４回にわたり HTLV-1 対策推進協

議会を開催し、患者や学識経験者その他関係者からの意見を聞きながら総合対

策を推進している。 

具体的には、平成 23 年度から、保健所における特定感染症検査等事業の補助

対象に、HTLV-1 検査及び HTLV-1 に関する相談指導を加えている。 

また、HTLV-1 キャリアや ATL・HAM 患者からの相談に対応できるように、保

健所、がん相談支援センター及び難病相談・支援センター等において、相談体

制の構築を図り、研修の実施やマニュアルの配布等を行っている。 

さらに、国民への正しい知識の普及を行うとともに、都道府県等のご協力を

得ながら相談機関のリストを作成し、厚生労働省の HTLV-1 ポータルサイトで公

開する等、患者家族などに役立つ情報提供を行っている。なお、HTLV-1 関連研

究を加速化するために、厚生労働科学研究費補助金に、HTLV-1 関連疾患研究領

域を設置し、平成 23、24 年度は約 10 億円を確保し研究を実施してきている。

平成 25 年度においても、引き続き約 10 億円の研究費を確保することとしてい

る。 

これらの施策の実施に当たっては、感染症・がん・難病の担当課だけでなく、

母子保健担当課との連携が必要であり、都道府県等におかれては、体制の確保

等につき、引き続きご理解とご協力をお願いしたい。 

 

※ＨＴＬＶ－１（ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型）に関するページ 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou29/ 

 

（７）感染症指定医療機関の指定の促進について 

  第一種感染症指定医療機関の指定については、平成 24 年４月１日現在で 35

都道府県（41 医療機関 79 床）において指定が完了したところであるが、未だ

12 県が未指定のままである。 

  平成 18 年７月には総務省からも、第一種感染症指定医療機関の指定が進んで

いないことについて勧告を受けており、新型インフルエンザの発生時にも活用

されることが考えられることから、未指定の県においては、早期の指定に向け、

医師会、医療機関関係者等との調整を進められるようお願いする。 

平成 23 年度に開始した感染症対策アドバイザー養成セミナーは、自治体の感

染症対策担当職員に対し、助言を行う臨床疫学や行政についての知識を有する

アドバイザーの養成を目的としている。地域の感染症対策の担当職員と、同じ
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自治体でリーダーとなり得る感染症担当の臨床医のペアで受講することで、不

明感染症の発生時など有事の際の危機管理に自治体として対応できる体制の構

築や、専門家の養成を目指している。研修内容としては、模擬記者会見を含む

リスクコミュニケーションや感染症対策についての講義となっている。また、

本研修を終了されたアドバイザーを構成員とする全国レベルのネットワークの

構築を目指しており、これまで参加されていない自治体におかれては、本研修

への積極的な参加をお願いする。 

さらに、国内に存在しないエボラ出血熱をはじめとする一類感染症等に対す

る医療研修を行い、国内の感染症医療体制を充実させることを目的としている

「一類感染症等予防・診断・治療研修事業」についても、これまで未参加の県

においては、積極的な参加をお願いする。 

 

（８）動物由来感染症対策について 

① 狂犬病予防対策について 

狂犬病は、我が国では国内対策及び水際対策を徹底することにより、昭和32

年の動物での発生を最後に認められていないが、諸外国、特にアジアやアフリ

カの国々を中心として本病が発生し、多くの死亡者が出ており、本病が我が国

へ侵入するリスクは依然としてなくならないことから、日頃から本病の発生に

備えておく必要がある。 

このため、各自治体におかれては、狂犬病予防法に基づく犬の登録及び予防

注射の徹底等について、引き続き、関係市町村及び獣医師会等関係団体と連携

協力しての狂犬病予防対策の推進をお願いする。また、万がーの侵入に備え、

国内発生時の危機管理体制の確立が重要である。平成24年度厚生労働科学研究

において、「狂犬病対応ガイドライン2013」が取りまとめられたことから、ガ

イドライン等を参考に危機管理対応マニュアルの作成・改訂や実地演習の開催

等についても併せてお願いする。 

 

②  獣医師の届出対象感染症について 

平成24年における獣医師からの届出状況は、細菌性赤痢のサル２件となって

おり、今後も引き続き迅速な届出へのご配慮をお願いする。なお、獣医師より

届出を受けた都道府県等においては、感染症法に基づく積極的疫学調査の実施、

ねずみ族・昆虫等の駆除等のまん延防止措置や人ヘの感染防止のための所要の

措置について、遺漏なきよう対応をお願いする。 

 

③  鳥インフルエンザ（H5N1）について 

  平成24年は、家きん・野鳥等における鳥インフルエンザ（H5N1）の発生事案

は確認されていないが、鳥インフルエンザ発生の際には関係通知等に基づき、

関係機関との連携を密にし、鳥類等に接触した者への積極的疫学調査の実施、

感染防止措置の指導等、鳥インフルエンザの人への感染防止の迅速かつ適切な

対応に遺漏ないようお願いする。 
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④  動物の輸入届出制度 

平成 17 年９月に動物の輸入届出制度が施行され、輸入動物を原因とする

感染症の発生の防止と、問題発生時の迅速な追跡調査を可能とするため、

対象動物を輸入する者に対し、その都度、輸出国政府発行の衛生証明書を

添付した上で、動物の輸出国、種類、数量等の情報とともに厚生労働大臣(厚

生労働省の検疫所) へ届け出ることを義務付けているところである（平成

24 年は約 3,746 件の届出（このうち９件は、衛生証明書の不備等により不

受理））。 

都道府県等においては、引き続き管内の動物等取扱者等関係者ヘの周知

について協力をお願いするとともに、万が一感染症法において分類された

疾病（感染症法第 15 条参照）に感染疑いのある動物の輸入が判明した場合

には、感染症法に基づき、積極的疫学調査や人ヘの感染防止のための所要

の措置について、厚生労働大臣から指示をすることとなるので、迅速な協

力をお願いする。 

 

（９）性感染症対策について 

性感染症を取り巻く状況として、感染症の発生動向調査を見ると、10 代後半

から 20 歳代の男女の報告数が最も多く、特に若年層を中心とした大事な健康問

題となっていることから、性感染症の予防に必要な対策として、予防を支援す

る環境づくりが最も重要である。 

  若年層における発生の割合が高いことや、性行動が多様化していることなど

を踏まえた対策を進めることが重要であり、性感染症に関する特定感染症予防

指針に基づき、都道府県等においては、教育委員会等関係機関と連携し、性感

染症の感染・まん延防止に努めていただくよう引き続きお願いする。 

  また、国の補助事業として、「特定感染症検査等事業」においては保健所が

行う性感染症検査及び検査前・後の相談事業

に対して、また、「感染症対策特別促進事業」

においては性感染症に関する普及啓発事業に

対して、それぞれ国庫補助を行っており、都

道府県等におかれては体制確保の充実を図っ

ていただいているところであるが、引き続き、

性感染症対策の一層の推進をお願いする。 

  さらに、平成 24 年６月８日に性感染症に関 

する専用ページを新たに開設し、性感染症の 

疾患別情報のほか、性感染症に関する特定感 

染症予防指針に関する情報、発生動向のデー 

タ、関連通知、検査や受診を勧める啓発ツー 

ル等の施策情報を順次掲載しているので活 

用していただきたい。 
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                  性感染症予防啓発ポスター▲ 

※性感染症に関するページ 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/seikansenshou/ 

 

４．Ｂ型肝炎訴訟について 

  Ｂ型肝炎訴訟については、平成 23 年６月に、国と原告団との間で締結された

「基本合意書」及び平成 24 年１月 13 日に施行された「特定Ｂ型肝炎ウイルス

感染者給付金等の支給に関する特別措置法」（平成 23 年法律第 126 号。以下「Ｂ

肝特措法」という。）に基づき、和解手続及び給付金等の支給が行われている。 

  平成 25 年２月末時点で、全国で 8,277 人が提訴しており、そのうち 2,417

人が和解している。 

厚生労働省では、Ｂ肝特措法案に対する附帯決議で、政府が救済制度を国民

へ周知することとされていることを踏まえ、リーフレット・ポスターや訴訟の

手引きの作成・配布のほか、政府広報の実施やホームページでの情報提供等に

よる周知・広報を行っている。 

平成 24 年７月のＢ型肝炎訴訟全国原告団・弁護団と厚生労働大臣の定期協議

の場では、原告団・弁護団から救済措置の周知徹底の要望があり、厚生労働大

臣から、Ｂ肝特措法の給付制度やその対象者について、引き続き周知を図って

いく旨発言した。 

こうした経緯を踏まえ、今般、救済措置の更なる周知を目的として、リーフ

レット及びポスターを作成し、配布することとした。 

リーフレット及びポスターの作成、配布に当たっては、原告団・弁護団から

各自治体での掲示や配布が確実に行われるよう要望があった。 

ついては、各都道府県・保健所設置市・特別区において、庁舎や出先機関で

のリーフレットの配布やポスターの掲示による救済措置の周知に協力いただく

とともに、各都道府県においては、管内の市町村、保健所、関係医療機関（肝

疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関）、その他の公共施設等に送付いた

だくようお願いする。 

また、市町村、保健所、関係医療機関（肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専

門医療機関）に送付いただく際には、市町村、保健所に対して、庁舎や出先機

関でのリーフレットの配布やポスターの掲示による周知を、関係医療機関（肝

疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関）に対しては当該医療機関内での

リーフレットの配布やポスターの掲示による周知を依頼いただくようお願いす

る。 








































